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 ９月１７日から２１日まで，ウィーンにおいて国際原子力機関（ＩＡＥＡ）

第６２回総会が開催されたところ，概要は以下のとおり。 

 

１ 松山政司 内閣府特命担当大臣の出席 

（１）一般討論演説 

総会には，松山政司内閣府特命担当大臣が我が国政府代表として出席し，１

７日（初日），一般討論演説を行った。 

演説の冒頭，現下の国際不拡散体制が直面する重要課題について述べた。 

「北朝鮮の核問題については，本年６月の米朝首脳会談において，朝鮮半島

の「完全な非核化」に向けた金正恩国務委員長の意思が改めて文書の形で確認

されたことを，北朝鮮をめぐる諸案件の包括的な解決に向けた一歩として支持

する旨述べ，国際社会が一体となって米朝プロセスを後押しすることの重要性

を強調した。その上で，北朝鮮が核計画を継続している旨を指摘した直近のＩ

ＡＥＡ事務局長報告に言及し，北朝鮮をめぐる情勢は予断を許さないとし，北

朝鮮に対して，関連安保理決議に従い，全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程

の弾道ミサイルの完全な，検証可能な，かつ，不可逆的な廃棄を強く求めた。

さらに，北朝鮮の非核化を実現する上で検証は不可欠であると述べ，ＩＡＥＡ

の知見・経験が最大限活用され，ＩＡＥＡが中心的役割を担えるよう国際社会

の協力を求めた。」 

イランの核合意に関しては，国際不拡散体制の強化，地域の安定の観点から 

日本は引き続き核合意を支持する旨述べ，イランを含む当事国による核合意履

行の継続を求めた。また，ＩＡＥＡの活動支持の一環として，イランに対する

保障措置トレーニングをＩＡＥＡと共催した旨を紹介し，今後もＩＡＥＡの取

組を支える旨述べた。 

また，日本の取組として，①日本の原子力政策（「エネルギー基本計画」の改

定，「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」の改定及び原子力白

書の発行等。），②福島第一原子力発電所事故後の取組（廃炉・汚染水対策等へ

の着実な取組，第４回目のピアレビュ一・ミッション受入れ，除染活動の完了，
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日本産食品の輸入規制の撤廃の要請，③原子力安全（安全最優先の原子力発電

所の再稼働，ＩＲＲＳフォローアップミッション実施の要請，ＯＳＡＲＴフォ

ローアップミッション受入れ等），④原子力の平和的利用（「平和と開発のため

の原子力」に係る天野事務局長の取組への支持，本年１１月の原子力科学技術

閣僚会議（日本が共同議長）の成功に向けた協力への呼びかけ，核医学や水資

源管理に関する技術協力プロジェクトへの平和的利用イニシアティブ（ＰＵＩ）

を通じた総額約１００万ドルの支援決定等），⑤核セキュリティ（２０２０年東

京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたＩＡＥＡとの核テロ対策に

関する協力実施取決めの署名とＩＡＥＡとの協力強化，ＩＡＥＡ及びＪＡＥＡ・ 

ＩＳＣＮとの協力の下での人材育成プロジェクト等），⑥ＩＡＥＡ保障措置（Ｉ

ＡＥＡ保障措置の更なる強化・効率化に向けたＩＡＥＡの取組への支持，包括

的保障措置協定（ＣＳＡ）及び追加議定書（ＡＰ）の普遍化の重視，１１月の

ＩＡＥＡ保障措置シンポジウムの成功への貢献等の日本の取組）について述べ，

原子力の平和的利用の促進と核不拡散体制強化に一層貢献していく強い決意を

改めて表明した。 

 

（２）ゴードン・ハガティ米エネルギー省核安全保障庁長官との会談 

松山大臣は，１６日午後３時から約４０分間にわたり，（ペリー・エネルギー

庁長官の代理として）ゴードン・ハガティ米エネルギー省核安全保障庁長官（H.E. 

Ms. Lisa E. Gordon-Hagerty, Under Secretary for Nuclear Security and NNSA 

Administrator）と会談したところ，概要は以下のとおり。 

ア 冒頭，松山大臣から，日米両国は，原子力の平和的利用，核不拡散及び核

セキュリティの分野におけるパートナーである旨述べ，原子力分野の日米

連携は，エネルギーの観点のみならず，日米関係の観点からも戦略的な重

要性を有しているとの認識を確認した。また，双方は，国際的な不拡散体

制を確保するために連携していくことで一致した。 

イ 両者は，本年８月，東京にて開催された，民生用原子力協力に関する第５

回日米二国間委員会を想起し，民生原子力分野における日米間の協力を推

進していくことで一致した。 

ウ また，両者は，日米間の原子力分野での協力等について議論を行った。そ

の上で，松山大臣から，第五次エネルギー基本計画及び「我が国における

プルトニウム利用の基本的な考え方」等を含め，日本の原子力政策の現況

について説明を行った。 

 

（３）ジャック仏原子力・代替エネルギー省長官との会談 

松山大臣は，１７日午前１１時から約４０分間にわたり，ジャック仏原子力・



代替エネルギー省長官（H.E. Dr. François Jacq, Chair of the CEA）と会談

したところ，概要は以下のとおり。 

ア 冒頭，松山大臣から，日仏両国は，核不拡散体制の強化及び原子力の平和

的利用のため，長期にわたり協力関係を構築してきた旨述べ，今後も両国

の連携が進展することへの期待を表明した。 

イ その上で，松山大臣から，第五次エネルギー基本計画及び「我が国におけ

るプルトニウム利用の基本的な考え方」等を含め，日本の原子力政策の現

況について説明を行った。ジャック長官からは，説明に対する謝意が示さ

れるとともに，フランスの原子力業界再編や仏政府の取組について説明が

あった。 

ウ 双方は，日仏間の原子力分野での具体的な協力等についての詳細な議論を

行い，引き続き，かかる協力に向けた議論を継続していくことで一致した。 

 

２ 天野ＩＡＥＡ事務局長のビデオメッセージ 

 冒頭，天野事務局長は，現在ＩＡＥＡは１８１か国において，核物質が平和

的利用から転用されていないことを確保することに資する保障措置を実施して

おり，これは，国際社会の平和と安全に対する重要でユニークな貢献であると

述べた。 

 その上で，イランの核合意に関し，ＩＡＥＡは核合意における核関連のコミ

ットメントのイランによる履行の検証・監視を継続してきていると述べ，イラ

ンは核合意下の核関連のコミットメントを履行しており，イランがそれらコミ

ットメントを完全に履行し続けることが不可欠とするとともに，ＩＡＥＡは保

障措置協定下でイランが申告した核物質の転用がないことの検証，及び，イラ

ンにおける未申告の核物質及び活動の不存在に関する評価を継続するとした。 

 北朝鮮の核問題に関しては，北朝鮮の核計画は深刻な懸念であるとし，北朝

鮮による核活動は関連安保理決議の明確な違反であり，深刻な懸念を生じさせ

るものであるとし，ＩＡＥＡは，関係国間で政治合意が成立した場合に北朝鮮

の核計画の検証における重要な役割を果たすための準備強化を継続する旨述べ

た。そして，北朝鮮が関連国連安保理決議とＩＡＥＡ理事会決議の下での義務

を完全に遵守するよう改めて求めた。 

また，天野事務局長は，ＩＡＥＡの技術協力活動を通じ，原子力科学・技術

を保健・医療，農業，産業等の分野で活用することで，ＩＡＥＡは数百万人の

人々の健康と繁栄の向上を支援しているとし，原子力の平和的利用分野におけ

るＩＡＥＡの様々な取組につき述べた上で，本年の原子力科学技術閣僚会議へ

の閣僚レベルでの参加を各国に呼びかけた。 

 さらに，世界における低炭素エネルギーミックスにおける原子力の役割やカ



ザフスタンにおける低濃縮ウランバンクについて述べた他，原子力安全と核セ

キュリティへの正当な注目が不可欠である旨や，ＩＡＥＡとしてリソースの使

用の適正化に向けた効率化措置の実施を継続している旨，また，ＩＡＥＡにお

ける，特に幹部ポストへの女性の割合に向けた努力を継続してきている旨等に

つき述べた。 

 

３ 主要な議題 

（１）北朝鮮の核問題 

北朝鮮に対して，関連国連安保理決議の全ての義務に完全に従い，全ての核

兵器及び既存の核計画の完全な，検証可能な，かつ，不可逆的な方法での放棄

に向けた具体的な措置をとることを強く求めることなどを内容とする北朝鮮の

核問題に関する決議（「ＩＡＥＡと北朝鮮との間のＮＰＴ保障措置協定の履行」

に関する決議）がコンセンサスで採択された。 

 

（２）中東におけるＩＡＥＡ保障措置の適用 

全ての中東域内国に対してＮＰＴへの加入及びＩＡＥＡ保障措置に関連する

国際的な義務の遵守を求めるとともに，全ての関係国に対して域内の非核兵器

地帯設立に向けた取組を求めること等を内容とする決議が賛成多数で採択され

た（賛成１１５（我が国他），反対０，棄権１３）。 

 

（３）保障措置の強化・効率化 

効果的・効率的な保障措置の必要性，各保障措置協定締結国による協定上の

義務の完全な履行の重要性を強調するとともに，事務局長から理事会に対し，

引き続き国レベル・アプローチの適用を通じて得られた知見を適宜報告するこ

と等を内容とする決議がコンセンサスで採択された。 

 

（４）原子力安全 

原子力発電及び放射線技術の導入を検討している国の増加に伴い，加盟国の

取組及び基盤の維持・向上のためのＩＡＥＡ及び加盟国相互の支援を奨励する

こと，原子力安全関連条約の締結及びその義務の履行を加盟国に要請すること，

可搬型（水上浮揚型）または小型モジュール等の型式の炉に関する原子力安全

の観点からの継続的な検討をＩＡＥＡに要請すること，原子力事故時に適切に

情報共有し，原子力発電及び放射線技術を扱う事業者・関係当局・公衆・国際

社会における透明性を向上すること等を内容とする決議がコンセンサスで採択

された。 

 



（５）核セキュリティ 

 国際社会の核セキュリティ強化におけるＩＡＥＡの中心的な役割を確認しつ

つ，加盟国に対し，核物質及び原子力施設の高いレベルでの核セキュリティの

維持及び核セキュリティ強化のためのＩＡＥＡの取組に対する支援提供の検討

を求めるとともに，ＩＡＥＡに対し，核セキュリティ上のリスクに対処するた

めの技術的能力を高めること及び大規模公共行事を主催する加盟国に対する技

術支援の提供を奨励し，事務局に対し，核セキュリティ計画の効果的な実施の

ための内部計画及び管理の強化の継続を求めること等を内容とする決議がコン

センサスで採択された。 

 

（６）技術協力，原子力応用 

 ＩＡＥＡによる保健・医療，食糧・農業，水・環境，産業応用，発電等の様々

な分野における技術協力，研究支援活動の強化や，右活動を通じた持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）達成に向けた更なる取組，ＩＡＥＡによる国際機関など

の関連組織とのパートナーシップの拡大，資源動員の強化の他，本年の原子力

科学技術閣僚会議への閣僚レベルでの参加を各国に呼びかける内容の決議がコ

ンセンサスで採択された。 

 

（了） 




